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Ⅰ .目的と問題意識  
日本の企業では , 近年 , 外国籍社員 , 女性社員 , 時間制約のある社員 , 経験者採用者 , 非
正規社員の活用拡大など人材の多様化や異質化が進展している．ダイバーシティ経営とは , 
そうした多様な人材を受け入れ , 多様な人材が能力を発揮できるようにし , それを経営成
果として結実するようにマネジメントすることである．人材の「ダイバーシティ」は様々
な次元での相違を意味し , またダイバーシティ経営における「インクルージョン」とは , 多
様な人材が , お互いを受容し , 組織成果を生み出すことができる状態と定義できるが , そ
の状態にする仕組み作りが重要である．  
しかし , 単に人材が多様化しただけでは , ダイバーシティ経営の目的が実現できず , 人
材活用や組織運営面で課題を抱えている企業も多い．日本でも , 男女機会均等・女性活躍
推進施策やワーク・ライフ・バランス施策 , 働きかた改革の取り組みを実施する企業が増
加している．組織開発・受容性推進などインクルージョンの取り組みの必要性が指摘され
ており , インクルージョンの取り組みを実践している企業も出始めたものの , まだ少ない． 
また , 日本の企業 , とりわけ日本の大企業では , 新卒一括採用された男性などの同質的
な人材やいわゆる「無限定 1」な働き方を前提とした人事管理システムを構築し , 運用して
きていることが , 人材の多様化に対応できない面があると指摘されている．このような状
況の中 , 日本の大企業においてダイバーシティ経営を導入・定着していくためには , ダイ
バーシティに適合するような人事管理システムへの改革が不可欠である．さらに , 制度変
革に留まらず , 人事管理システムが意図どおりに職場で運用されることが必要となる．  
以上の問題意識を踏まえて , 本論では , 第 1 に , 多様な人材活用に対応した人事管理シ
ステムとそれを機能させるための組織文化の分析枠組みを提示する．第 2 に , その枠組み
に基づき , ダイバーシティ経営を導入していると考えられる企業の事例調査によって , そ
れらの人事管理システムの制度と運用の特徴から , ダイバーシティ経営と人事管理システ
ムの関係を分析し , ダイバーシティ経営に適合する人事管理システムの要素を抽出する．  
 
Ⅱ .先行研究と課題  
ダイバーシティ経営に関する先行研究の第 1 は , 企業におけるダイバーシティ推進の取
り組み施策及び構成員の多様性と経営成果 2 の関係に関する研究である．経営成果として
は , 多くの場合 , 売上や利益等の財務的指標と , 従業員のモチベーション , 定着率 , イノ
ベーションさらに問題解決能力などの非財務的指標が挙げられている．人材の多様性が , 
経営成果にどのような影響を及ぼすのかに関しては , 多くの事例研究や計量的な実証研究
が蓄積されてきたものの , 一貫した結論が導き出されていないだけなく , ダイバーシティ
経営と経営成果の関係に関する理論的メカニズムも明らかにされていない．例えば , Joshi 
and Roh (2009)や Horwitz ら (2007)は , 性別・国籍・年齢など目に見える属性である「デ
モグラフィー型多様性」と能力・職歴・経験など業務に関わる属性である「タスク型多様
性」の 2 種類の多様性を分析の軸とし , 経営成果とそれぞれの多様性の関係に関する実証
研究に関する文献サーベイを行い , 両者の関係に一貫性がないことを明らかにした．また , 
企業における男女機会均等・女性活躍推進施策やワーク・ライフ・バランス施策が , 従業
員のモチベーションや企業採用力 , さらに人材の定着率向上に貢献することを明らかにし
た研究が欧米を中心として実施されており , 日本でもそうした研究も多い (佐藤・武石  
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2008)．  
第 2 には , 組織開発や受容性推進といったインクルージョンの施策の効果に関する研究
もある．インクルージョン施策としての研修の効果 (有村  2007, Anand＆Winters 2008, 
Raj Singh Badheshaら 2008, Berger 2001)や , ダイバーシティ経営を担える管理職の特徴
や育成に関する研究 (佐藤  2014a)があるものの , 多様化した人材を組織に受容できるよう
にするための組織変革のプロセスやメカニズムに関する受容性推進に関する研究は少ない．
日本の企業におけるダイバーシティ経営に関する各社の取り組みを個別に検討してみても , 
人材の多様性を高めるための施策は実施されているが , インクルージョンのための施策に
取り組んでいる事例は少ない (松岡 2014)．  
第 3 に , ダイバーシティ経営と人事管理システムの関係に関する研究では , これまでの
日本型雇用システムでは人材の多様化に対応できないことが指摘されている．日本と欧米
の人事管理システムの特徴の比較の視点では , 「仕事」ベースか「人」ベースに注目する
議論がある．濱口 (2011,2013)は , 欧米企業における職務が限定されている「ジョブ型」雇
用に対し , 日本企業 , とりわけ大企業における雇用システムを「職務 (ジョブ )の定めのない
メンバーシップ型」雇用とした 3．さらに , メンバーシップとメンバーシップ外を区別する
人事管理システムが , 女性に限らず , 異質で多様な人材を受容する組織文化や , キャリア
形成の阻害要因になっているとの指摘がなされている (海老原  2013,濱口  2015)．佐藤
(2014b) は , ジョブ型雇用の実態を明らかにするために , 理念型として「限定雇用 (ジョブ
型 )」と「無限定雇用 (非ジョブ型 )」を定義し , アメリカ合衆国 , オランダ , ドイツ , フラン
スの大企業における高学歴ホワイトカラーの人事処遇制度の実態に関するヒアリング調査
を行った．調査結果によると , 欧米  4 カ国の企業では企業内の異動について ,日本のよう
に会社が包括的な人事権を持って実施するのでなく ,社員の同意が必要であり ,社内公募や
会社提案による異動のいずれにしても ,企業内における従業員のキャリア形成は ,社員の自
己選択による点が ,日本企業の雇用制度との大きな違いとしている．日本においても , 社員
が担当する職務範囲を大括りでも規定できれば , 自己選択型のキャリア形成の仕組みの導
入の可能性を示唆し , それによって , 職務と勤務地の選択権を社員が持つことの実現可能
性を示唆している．職務と勤務地や ,勤務時間の選択権を社員が持つことができれば ,ライ
フステージに応じて , 企業内の仕事やキャリアなど働き方を自ら選択すること , つまり自
己選択型キャリア形成を可能とすることは , 多様化した人材を活用できる雇用システムの
一つのあり方といえよう．また , オルコット (2009)は , M&A による人材の多様化と雇用シ
ステムの変化に関する研究を日本企業に関して行い , 雇用を含めた制度が変更されても ,  
それらの運用に関する組織文化の変革には困難が多いことを指摘した．これは , ダイバー
シティ経営に適合する人的資源管理システムに変更できたとしても , 組織文化など運用面
での課題が残る可能性を示唆する．  
以上の先行研究を踏まえると , ダイバーシティ経営の導入・定着化のためには , 人事管
理システムの変革に加えて , 管理職や社員が新しい人事管理システムを受け入れるように
組織文化を改革できるのかどうか , すなわちインクルージョンを実現するための取り組み
に関する研究が必要であることが分かる．  
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Ⅲ .分析の枠組み  
本論文で取り上げる事例調査の目的は , ①ダイバーシティ経営の導入に伴い実行したダ
イバーシティ推進の施策や変更した人事管理システムの内容 , ②ダイバーシティ経営を導
入する際に直面した課題 , ③ダイバーシティ経営の導入前・後の変化を明らかにすること
にある．とりわけ , ダイバーシティ経営を導入する前と現在の人事管理システムとその運
用の相違を明らかにし , ダイバーシティ経営に適合する人事管理システムの要素とそのシ
ステムを機能させる要因を抽出する．また , 日本においては , 通常 , 大卒事務技術職（ホワ
イトカラー）と高卒技能職 (ブルーカラー ), さらに契約形態として正社員 (無期労働契約 )
と非正社員 (有期労働契約 )によって適用される人事管理システムが異なることから , 本調
査の分析対象は , 大卒以上のホワイトカラーの総合職の正社員とする．  
ダイバーシティ経営が進んでいるのかどうかを測定する基準の考え方には 3 つの考え方
がある．第 1 は , 構成員の多様化の程度である．性別・外国人・障害者・LGBT といった
人材の属性をみて , 社員が多様化しているかという視点である．日本企業では , 管理職に
占める女性の比率が低いことが指摘されている．第 2 には , 多様な人材の活用が , 経営成
果に貢献できているかという視点である．第 3 には , 多様な人材を受容する人事管理シス
テムや組織文化があるかどうかの視点である．とりわけ少数派の受容が課題となる．本調
査では , 第 1 と第 2 の視点に基づいて , 後述の事例研究の対象企業を選択した．  
分析の枠組みとして ,第 3 の視点でダイバーシティ経営に適合する人事管理システムと
組織文化に関するフレームワークを設定した．産業・組織心理学会編 (2009)の組織文化の
定義によれば ,組織文化は価値・集団規範・ものごとの見方や考え方などの直接目には見え
ないものと ,情報伝達のあり方や行動といった目に見えるものを含むとしている．また ,制
度や施策からなる内部システムは ,これらを維持・強化するための仕組みとして価値や規範
に影響を及ぼすという考え方から ,広義には ,内部システムも組織文化に含まれるとしてい
る．この枠組みを援用し ,図 1 のように ,ダイバーシティ経営は ,組織文化とシステムの両方
を含むという考え方で ,分析を行う．  
ダイバーシティ経営が定着するためには , 従業員の多様な価値観や働きかた , キャリア
形成を受容する組織文化が必要となる．制度や施策などの仕組みが整備されているだけで
はなく , 人事管理システムの運用時に意図どおりに機能するような職場での組織文化が必
要となることによる．組織文化には ,3 点ある (図１の左側 ).  
 第 1 は , 多様な人材を活用する組織文化である．性別・年齢・国籍・LGBT などの一次
的属性や , 学歴 , 職歴 (特に , 日本企業においては , 新卒入社の従業員と経験者採用の従業
員 ), 勤続年数 , 労働時間 (正社員の短時間勤務や時間外労働免除等 )や勤務場所（サテライ
トオフィスや在宅勤務等のテレワーク )といった働きかたの二次的属性に囚われずに , 人
材を活用するための組織文化である．具体的には , 人事管理システムの運用時 ,すなわち ,
格付けや評価の実施時 , 能力開発・配置・異動時に , これらの属性による排除はせず , 機会
均等といったことが挙げられる．例えば , 管理職登用制度において , 昇格を決定する会議
で年次主義や同期との比較・勤続年数といった属性に影響されずに , 職務や能力で決定す
る風土があることを指す．  
第 2 に , 従業員がワーク・ライフ・バランス支援の施策や , その他 , 人事制度を利用しや
すい風土があることである . 育児休業や短時間勤務制度 , 在宅勤務制度が導入されていて
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も , 制度の利用がしにくい , もしくは利用することによって不利益を被るといった職場の
事例がある．そういった風土は , 多様な働きかたやライフスタイルを受容する職場とは ,  
いえないことによる．  
 第 3 に , 多様な価値観やライフスタイルを受容できる組織文化である．具体的には , 職
場で多様な意見やアイデアを言える , 管理職が画一的な働きかたやキャリアモデルを前提
とせず , 多様な部下をマネジメントできることを指す．これは , 第 1 の人事管理システム
の運用や第 2 の制度利用において , 職場におけるマネジメントや組織文化がダイバーシテ
ィ経営の促進要因や阻害要因となることによる．例えば , 佐藤 (2014a)は , ワーク・ライ
フ・バランス管理職 4 は, 企業の働きかけや, 部下が望ましいと考える価値観やライフス
タイルなどの変化に適応して自らのマネジメントを変えることができるなど, 状況変化へ
の対応力や多様性を受け入れることができる柔軟性の高い者が多いと指摘した．この結果
から, ワーク・ライフ・バランス管理職は, ワーク・ライフ・バランスの観点以外の多様
性にも受容性が高いのではとの示唆がある．  
 
 
 
図 1.ダイバーシティ経営における人事管理システムと組織文化の分析のフレームワーク  
産業・組織心理学会編 (2009) p225 掲載の図 1「組織文化の構成内容」を参考に筆者が作成  
 
内部システムとして ,人事管理システム ,多様性推進施策 ,インクルージョン施策の 3 つと
した（図 1 の右側） . 人事管理システムは ,社員格付け制度・報酬管理・雇用管理の構成要
素 5 とした．企業の取り組みとして,人材の多様性を高め,その多様化した人材への支援の
「多様性推進施策」はポジティブ・アクションに代表される「男女機会均等・女性活躍支
援施策」や柔軟な勤務制度や両立支援等の「ワーク・ライフ・バランス支援策」等がある．
さらに ,多様性推進施策によって人材の多様化を進め ,それに適合する人事管理システムを
整備したことが組織成果として結実するには ,多様な人材を受容し活かすための組織文化
を形成する必要がある .そのための施策がインクルージョン施策である．以上のように,人
事管理システムの制度と ,その制度を機能させるための 2 つの取り組みは , 分析上分けた．
これは , 企業によって ,人事管理システムを意図どおりに機能させることや組織文化構築
のために ,施策を行うケース , 行わないケースがあることによる．   
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Ⅳ .事例調査  
 事例調査の目的に従い , ダイバーシティ経営で先進的と考えられる日本企業 2 社に対し
て , ヒアリングを実施した．2 社の選定基準は , 第１に , ダイバーシティ経営の導入による
変化を考察するために , ダイバーシティ経営の導入の時点と理由が明確であること , 第 2
に , 人材の多様化が進んでいること , ダイバーシティ経営の効果が出ていること , 表彰や
認定などダイバーシティ経営の取り組みに関する対外的な評価があることとした . ダイバ
ーシティ経営の導入の定義は ,経営戦略として「ダイバーシティ」を明確に宣言し ,ダイバ
ーシティ推進と銘打った取り組みを開始 ,体制を構築した時点とする．  
インタビューは , 人事部及びダイバーシティ推進担当に対して 1.5 時間程度 , 面談によ
って実施した．インタビューで調査した項目は , 前述のダイバーシティ経営における人事
管理システムと組織文化の分析のフレームワークをベースとして , 以下の通りである．  
・ダイバーシティ経営導入の背景 , 方針 , 主な取り組み  
・多様性推進施策  
・人事管理システム～既存のシステムの課題 , 制度の変更点 , 制度と運用 (社員格付け制
度・報酬管理 , 雇用管理 ) 
・インクルージョン施策 ,組織文化・慣行の課題 , 組織文化の変革度合  
更に ,人事管理システムの運用に関係する「人事部とライン事業部門の役割」と ,施策や
人事管理システムの変更による「女性活用」の変化について ,インタビューをした．補足の
データとして , CSR 企業総覧や , 企業のホームページ等の文献を活用した．  
以下に , 2 社の概要と調査結果をまとめる．  
 
1. A 社  
建材・設備機器の製造・販売会社であり , 従業員数は , A 社グループ連結で約 51,000 人 , 
A 社単体で約 14,000 人である (2015 年 3 月現在 )．2011 年に , 国内住設機器メーカー5 社
統合によって誕生した．海外 150 の国と地域で商品展開をしている．統合時に , 他社の外
資系出身の社長が就任した．統合や M&A 戦略によるグローバル化を進め , 海外の売上は
統合時の 5％から 40%へと増加した．「グローバルリーダーになる」という経営ビジョンを
達成するための企業文化づくりとして , 「多様性の尊重」「公平な機会の提供」「実力主義
の徹底」の 3 点を掲げている．経営戦略としてダイバーシティ経営がうたわれ , トップの
リーダーシップのもと , ダイバーシティ経営を導入し , 2012 年にダイバーシティ推進室を
発足した．「バックグラウンドに関係なく最高の人材を活用しないとグローバル競争に勝て
ない．多様性 (違い )を混ぜることでエネルギーと創造性を創出する」ことから , 経営戦略
の一つとし , 社長名で社内外に , 目標と取り組みを提示するダイバーシティ宣言を 2013
年に行った．具体的な取り組みは , 人事施策・人材育成・環境整備・風土醸成の 4 つのグ
ループで進めている．ダイバーシティ経営の成果として , 女性による新規商品の開発や ,  
改善活動での利益貢献額が 3 億 6200 万といった , ビジネス上の成果が出ている．社外か
らも , 多数の表彰やダイバーシティ先進企業として , 選定されている．  
 
(1)多様性推進施策  
女性の活躍推進に関しては ,後述する研修参加者の選抜やプロジェクトのリーダー任命
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等で ,ポジティブ・アクションを実施している .LGBT への取り組みは , 行動指針の中で定め
ている「人権の尊重」の中で言及し , 啓発を目的として全従業員に e ラーニングを導入し
た．ワーク・ライフ・バランス支援施策は , 全従業員対象の働きかた改革として , 有給休
暇の取得促進を進めた．メモリアル休暇・ゆとり休暇といった名前をつけることによって
有給を取得しやすくし , 有休取得率は 1.23 倍 (2012 年 36.2%, 2014 年 46.2%)に増加した．
仕事と育児の両立支援では , 育児休暇・短時間勤務制度・保育料補助等の制度を整備し , 法
定以上の制度を提供しているが , 会社は , 「就業継続のための従業員が安心する制度を提
供し , 使用は個人の判断に任せる」という考え方で運用している．  
 
(2)報酬管理・社員格付け制度  
A 社は , ダイバーシティ経営導入前は , 総合職と一般職の雇用区分があり , 総合職は男
性が多く , 一般職は女性が多かったため , それぞれの役割意識に男女差が見られていた．  
雇用区分によって評価・給与・昇進・育成について異なる人事管理がされていたため , 結
果として , 男性と女性の働きかたやキャリアの考え方に違いがあった．また昇格について
は ,制度上 , 学歴別年次管理と滞留年数の目安が存在していた．ダイバーシティ経営導入後
は , 総合職と一般職を一つの雇用区分とし , 職務と職位への配置では , 年齢や性別 , 勤続
年数といった属性基準ではなく , 実力がある人が担うという考え方に変更した．それに伴
い , 昇格の年次管理や滞留年数を廃止した．一方で , 職場の管理職には , 年功序列や性別役
割分離の考え方が根強いことから , 経営陣や人事部が介入し , 昇格や選抜に関し ,従来の慣
行によらない運用とする仕組みとしている．具体的には , ポテンシャル人材の選抜・育成
のシステムを活用して , 若手でも女性でも , 実力による抜擢人事を行っている．抜擢人事
はストレッチ・アサイメントで行い , 毎年連続して昇格した女性も出た．これらの運用に
踏み込んだ考え方の変革は , 社長・人事担当役員の強いリーダーシップやポジティブ・ア
クションへのコミットメントのもとで進めている．  
A 社は , 海外展開が進行しており , 上位の職位を対象とし全世界共通で読み替え可能な
グローバルグレード制を導入した．後継者の発掘と選抜を行うタレントマネジメントのシ
ステムを世界で展開している（CSR 企業総覧より）．労働時間に関しては , 統合前は , 長時
間労働の実態があり ,長時間働く者をプラスに評価することが見られたが , 成果による評
価へと変更したことで , 残業がプラスに評価されたり ,短時間勤務者がマイナスに評価さ
れることはなく , 短時間勤務者でも高評価の社員が存在する．  
 
(3)雇用管理  
能力開発・配置・異動に関しては , A 社では , ダイバーシティ経営導入後 , 20 歳代から早
い選抜を行い , 階層別リーダーシップ研修に参加する仕組みへ変更した．階層別リーダー
シップ研修は ,若手層 (20 代 )・中堅層・課長層・部長層と複数の階層ごとに実施している .
経営層と部門トップが , 年に 2 回 , 人材の配置や育成 , 将来的な昇格の見通しを議論して
いる．その中で , ダイバーシティの観点を入れた人材として女性を必ず入れる運用を徹底
している．女性社員も従来の格付けに関わらず , ポテンシャルがあれば , 候補者として選
ばれている．選抜式の階層別リーダーシップ研修を半年から 1 年間行い , それぞれの階層
で参加者の女性を 20%としている．上位のグレードは女性の母数が少ないため , 例えば , 
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部長層の研修に課長層を参加させている．これは女性だけでなく , 男性にも同様の選抜を
実施している．職場での機会創出として , 現場の改善活動のプロジェクトリーダーに女性
を積極的にアサインし , 女性リーダー比率 30%を達成している．勤務場所に関しては , 全
国転勤有と地域限定 (関東等の広範囲のブロックと東京等のエリア )を選択する制度となっ
ており ,同じ格付けでも前者に比べて後者の基本給は低くなる．ただし , 後者も前者と同じ
昇格が可能となる．従業員からの異動の希望について , 社内公募制度（会社の人材ニーズ
を全従業員に提示して公募・登用することで , 会社の人材マッチングと従業員のキャリア
アップを連動させる制度）と , FA 制度 (従業員が会社に対してチャレンジしたい職務や部署
を申告し , 異動先部門とのマッチングを行い , 人事異動につなげる制度 )がある．採用に関
して , 新卒と中途入社の入社人数の割合を見ると ,ダイバーシティ経営導入前と導入後で
2012 年の 18:1 から 2015 年の 3.3:1 へと中途入社の割合が増加した (CSR 企業総覧より )．
役職定年はない．  
 
(4)インクルージョン施策  
A 社は , 風土醸成の取り組みとして , イントラネットにダイバーシティサイトを構築し , 
社長や役員 , ロールモデルになる女性やその女性をサポートしている男性リーダー等のメ
ッセージを発信している．役員が直接社員とダイバーシティについて語る会議の開催や管
理職の人事考課の評価項目に「多様性の尊重」を入れている．インクルージョンの変革度
合は , 一年に一回の従業員サーベイで測定しており , その中で , ダイバーシティの必要性
の肯定回答が , 37%(2014 年 )から 56%(2015 年 )へと上がっている．  
 
(5)人事部とライン事業部門の役割  
A 社は , 人事管理システムの運用において , 従来は本社の人事部による一括管理型人事
をしていたが , ダイバーシティ経営導入後は , 事業部が人材マネジメントを行う方針とし , 
人事は , 事業部をサポートするビジネスパートナーへとその組織と役割を変更した．例え
ば , 採用は , 以前は事業部の必要人数を本社人事で一括管理していたが , 現在は , 必要
性・コスト・事業の成果への影響により , 事業部が独自に判断している．制度による一律
運用から , 事業部の要望に基づく特例を認める個別管理の運用に変化してきたと言える．  
 
(6) 女性活用  
女性の管理職比率は , 導入前と導入後で , 5.8 倍 (2012 年 0.9％ ,2015 年 5.2%), うち部長
職以上は , 2012 年 0%から 2015 年 2.5%, 女性役員比率は , 4.5 倍（2012 年 1.1%,2015 年
5.0%）と , 上位層まで , 増加している．女性の採用比率 (大卒 )は , 2015年 4月で 31.6％ (2012
年 4 月は 12.5%)で約 20 ポイント向上した (CSR 企業総覧より )．  
 
2.B 社   
大手日系証券会社で , グローバルにビジネスを展開している．従業員数は , グループ全
体で約 30,000 人 , 男女比はほぼ半々である．従業員の国籍は全世界で 70 ケ国以上 , 国内
でも約 40 か国と人材が多様化している．2000 年代に , グローバル市場のホールセール部
門を強化し , 国内は , 全国にリテール部門を支店展開している．ホールセール部門の強化
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によって海外ビジネスが拡大し , 中途採用や外国籍の社員が一気に増加したことを機に ,  
2009 年からダイバーシティ＆インクルージョンの取り組みを行っている．そのために人事
部に専任担当をおいている．経営戦略として , 国際競争力を高め , グローバルに成長する , 
多様化するお客様のニーズに応える付加価値の高いサービスを提供することを目的として
いる．取り組み方針として , 人材の多様性だけでは , 経営価値が創造されないので , インク
ルージョン施策に取り組んでいる．具体的な取り組みは , 第 1 に制度・規定として倫理規
定にダイバーシティを明記 , 第 2 に研修 , 第 3 に社員間のネットワーク活動である．また , 
海外ビジネスの強化と共に , 後述する「グローバル型」社員を導入し , 人事制度改革を実
施した．  
 人事制度は , 国内・海外含む転居を伴う転勤がある「全域型」と , そうでない「地域型」, 
専門性に特化した「グローバル型」の 3 分類がある．グローバル型は , 主としてホールセ
ール部門 , 全域型と地域型は , リテール部門に適用され , 2 つの体系で運用されている．グ
ローバル型は , 国内・海外の事業所を通じた統一制度である．  
 
(1)多様性推進施策  
女性の活用に関しては ,女性活躍のみを重点課題としていないことから , ポジティブ・ア
クションの取り組みは行っていない．女性社員のネットワーク活動を実施している．LGBT
については ,社内の倫理規定を改定し , 「人権の尊重」に LGBT への対応を明文化した．
LGBT を理解・支援するコミュニティやイベントを実施し , 社外への積極的な発信を行っ
ている．ワーク・ライフ・バランス支援施策は , 制度設定に加え , イントラネットでの発
信や社員の自主的なネットワーク活動等の活用促進の風土醸成の取り組みを実施している． 
 
(2)報酬管理・社員格付け制度  
部門で制度が異なる．グローバル型の制度が適用されているホールセール部門は , 国内
外でグレード制度が統一されている．職務・職位に基づく公開された評価基準やプロセス
で運用され , 年次管理や性別・国籍による区別はない．昇格のプロセスは , グローバルで
統一され , 上位職位に関しては , グローバルと部門 , もしくはグローバルで一つの昇格会
議で決定される．  
リテール部門は , 全域型と地域型が選択でき , 男女共に , 両者の従業員が存在する．新卒
採用時に地域型を選択する女性が多いことから , 地域型は , 女性が多い．また , 人事部が昇
格を決定している．能力評価 , 昇格への最短年数や標準の目安が存在するが , 能力評価の
結果 , 昇格の基準やプロセスは従業員に公開されていない．最短で昇格する年数は , 明示
されていないが , 従業員は , その存在を認識している．入社が同じでも全員が同時に昇格
するわけではなく , 初期に早い段階で昇格しなくとも , 後期に早く支店長に昇格した等の
事例は多い．  
このように ,2 つの部門で異なる制度が基本であったが ,2013 年から部門間の異動や , こ
れまで「全域型」であった従業員や管理職がグローバル型への移行が可能となった ,それに
伴い異動・移行する社員が出たため , 異なる人事制度適用の社員が混在する状況となり ,運
用時に課題が発生している．例えば , グローバル型の制度適用へ転換した管理職は , 部下
の評価や昇格の計画に関してのスキルや経験不足が発生した．それまでは ,人事部が主体と
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なって昇格を決定していたが ,グローバル型になると部門の管理職が主体になる .そのため ,  
パフォーマンスマネジメントの研修を管理職向けに導入し , 制度運用の定着に取り組んで
いる．また , 年次管理を基本とした昇格基準と業績を基本とした昇格基準が適用される従
業員が同じ部門に存在する場合が発生し , 異なる考え方の人事制度の運用で課題が発生し
ている．評価と残業や短時間勤務等の労働時間の関係は , ホールセール部門は , 業績によ
る評価のため , 関係しない（リテール部門は不明）．  
 
(3)雇用管理  
能力開発・配置・異動に関しては , 性別や年齢で区別して参加する研修は少ない．グロ
ーバル型社員は , ダイバーシティ経営導入後 , 選抜研修を導入した．選抜研修において , 女
性向けにメンタリングプログラムを実施している．年次管理を行っていないため , 年次別
の研修は行っていない．職務や勤務地の変更は本人の同意が必要である．従業員の異動拒
否による不利益は生じない．一方で , 全域型は社命による定期異動がある．全社で社内公
募を実施しており , 応募時の上司の許可は必要ない．  
 採用に関して , 新卒と中途入社の入社人数の割合を見ると , ダイバーシティ経営導入前
と導入後で 2008 年の 1.4:1 から 2015 年の 1.7:1 で中途入社の割合が減少している (CSR
企業総覧より )．役職定年はない．  
 
(4)インクルージョン施策  
ダイバーシティ＆インクルージョン研修を全管理職と新卒・中途採用者向けに実施して
いる．社員のボランティアによる社員ネットワーク活動を行っている．女性 , ライフ＆フ
ァミリー , 文化やジェネレーション・LGBT といったマルチカルチャーバリューの 3 つの
テーマで , 希望した社員が業務時間外にセミナーやイベントを主催する．活動への参加の
有無は , 処遇や評価には影響しないが , 期末評価時に , 人事部から参加者名を上司に報告
している．活動開始当初は , グローバル型社員や外資系からの中途採用社員が参加者の中
心であった．2013 年に , マイノリティのための活動ではなく , 経営戦略としての活動に位
置付けと内容を変更した．それにより , リテール部門の社員が混在し , 多様化が増した．
インクルージョンの変革度合は , グローバル共通の従業員満足度調査とダイバーシティ進
捗アンケートで測っている．  
 
(5)人事部とライン事業部門の役割  
ホールセール部門は , 事業部が人事権をもち , リテール部門は人事部が持っている．ホ
ールセール部門の人事部は , 労務管理等の日常的な人事業務を行い , 制度の運用プロセス
が正しくされているかのアドバイスをする役割である．  
 
(6) 女性活用  
女性の管理職比率は , ダイバーシティ経営の導入前と導入後で , 3.3 倍 (2008 年  
2.1%,2015 年  6.9%)と増加している．ただし , 部長職以上では 2008 年  3.6%から 2015 年  
2.2%と減少している．女性役員比率は , 2008 年  0%から 2015 年 9.5%と増加している．よ
り上位の経営陣の多様化が進んでいる．女性の採用比率 (大卒 )は , 2015 年 4 月で 40%で
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2008 年 4 月の 60%から約 20 ポイント低下している (CSR 企業総覧より )．  
 
Ⅴ .考察  
事例調査に基づいて , 2 社のダイバーシティ経営導入前と導入後の人事管理システムの
状況を各要素で整理した (表 1)．前述したように ,ダイバーシティ経営の導入の定義は ,「ダ
イバーシティ」を宣言し ,ダイバーシティ推進と銘打った取り組みを開始 ,体制を構築した
時点とする．表 1 の見方であるが , A 社に関して ,統合を起点にダイバーシティ経営を導入
し ,2012 年にダイバーシティ推進室を発足したことから ,それ以前の 2011 年を導入前 A 社
と表記している．B 社に関して ,導入後 B 社は , ホールセール部門のみとし ,導入前 B 社は ,
ホールセール部門強化の 2009 年以前で ,リテール部門を含む . 以下では , ダイバーシティ
経営の導入に伴う人事管理システムの変化の特徴 ,多様性推進施策やインクルージョン施
策について ,Ⅲ章の分析の枠組みに基づき ,考察する．分析の枠組みの組織文化に関しては ,
インクルージョン施策の項目で記載する .また ,表 1 の (6)女性活用に記載した女性管理職の
比率については ,施策による結果という観点で (1)多様性推進施策の節で考察する . 
 
(1)多様性推進施策  
A 社・B 社共に , 経営戦略の変革に基づく , ダイバーシティ経営の導入が行われている．
A 社は , M&A と共に事業のグローバル化 , B 社は事業のグローバル強化が , 起点となって
いる．経営者自らが , 社内外に宣言をし , 専任体制を明確にすることで , 従業員への意識づ
けを行い , 宣言の内容は , 企業文化や経営理念の中で共有すべき価値観としてのダイバー
シティを明記している．導入前 A社 , 導入前 B社にも , 方針や専任体制はあったものの , 両
立支援といった福利厚生や CSR, 女性の登用といった限定された人材活用に重きがおかれ
ていた点が異なる．これは , 戦略的人的資源管理論が着目した企業環境や経営戦略と人事
戦略・人的資源管理施策間のフィットを示す「外的整合性」(Guset 1997,守島  1996)に , 企
業の視点が変化したと捉えることができる．米国では , 1980 年代後半より , それまでの
CSR の視点から , 企業の競争優位を生み出すダイバーシティへと変化していったが（谷口
2005） , 日本企業においても , 同様の変化が見られる（経済産業省「ダイバーシティ 100
選」, 平成 24-26 年度）．ダイバーシティ経営の進展した要因や阻害要因を明らかにするた
めに , 今後 , A・B 社とは異なりターニングポイントが明確でない場合の事例を調査してい
くことも必要になろう．  
ワーク・ライフ・バランス支援における両社の共通点として , 対象を女性や育児従事者
などの限定された従業員とする , 結果的に女性が中心となる取り組みから , 全従業員対象
の働きかた改革へと変化していることが挙げられる．  
一方で , ポジティブ・アクションに関しては , 導入後 A 社は , 採用・能力開発・昇格と
いったタレントマネジメントの中で実施しているが , 導入後 B 社は , 行っていない．両社
とも , 女性の管理職比率は , 3～6 倍と増加している．女性活躍推進法の施行や日本経済団
体連合会の女性の役員・管理職登用に関する自主行動計画の公開により , 女性管理職の目
標を公開する企業も増加したが , 数値目標の提示や取り組みは , 企業によって異なってい
る．これらのポジティブ・アクションや目標設定をするかどうかの方針は , 後述する人事
管理システムの各要素に影響が出る．戦略的人的資源管理論での企業内部の施策間のフィ
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ットを示す「内的整合性」について , 施策のまとまりを「束」（bundle）とし , 組み合わせ
や有効性の研究が行われているが (Perry-Smith and Blum 2000, Jiangら 2012), 各制度や
施策のフィットが , 推進や阻害要因の一つとなろう．  
障害者や LGBT への取り組みは , 両社共に , 基本方針の公表と共に具体的な活動を行っ
ている．特に , LGBT は , 多様性の一つの個性として , 最近取り組みを進めている．性別に
限定されていたダイバーシティの定義が拡大されていることが言える．  
 
(2)報酬管理・社員格付け制度  
共通点として職務重視への変化 (人から仕事へ )が見られる．格付けの考え方が , 年次管
理・同期管理・雇用区分（コース別人事制度）管理から職務重視・成果重視の仕組みへ変
更している．一方で , 人事制度を変更しても , 運用面が変わらないという課題が見られて
いる．例えば , 選抜・昇格・評価などの実行の局面において , 管理職がこれまでの同質的
な人事管理システムでの慣行に従い , 多様な人材を選択しないといった行動が見られる．
オルコット (2009)の脱制度化の理論に基づく事例研究における慣習の変更の困難さの現象
と言える．導入後 A 社は , 経営陣・人事部が運用に介入することで , 導入後 B 社は管理職
へのトレーニングを徹底することで , 課題を解消する取り組みを試みている．例えば ,B 社
では , 管理職向けのパフォーマンスマネジメント研修において , 部下の属性に偏見を持た
ずに , 成果と能力を把握し , 部下にフィードバックするスキルを身につけることを目的と
しており , 評価や昇格の方法に留まらない行動・規範の変革の取り組みを行っていると言
える．  
  
(3)雇用管理  
人材の多様化が進むことは , 企業の人材マネジメントの観点からは , 個別管理の必要性
が高くなることを意味する．企業内の配置や異動 , 育成機会のオーナーシップを誰が持つ
のかで , 人事管理システムの運用に差異がでる．  
配置・異動に関しては , 両社ともに , 集団で一律対応から ,従業員一人ひとりの状況に合
わせた育成・異動対応への変化が見られる．導入後 A 社は , 社内公募と FA 制度で従業員
に選択権を与えている．導入後 B 社のグローバル型は , 基本的に社命による部門異動は存
在せず , 会社からの異動の提示があった場合でも従業員に選択権があり , 拒否した場合で
も , 不利益は生じない．企業内のキャリア形成は , 従業員の自己選択型である．一方で , リ
テール部門は定期異動の仕組みがあり , 転勤を伴う異動に関しては , 採用時に , 全域型か
地域型を社員が選択することで , キャリア形成が固定される可能性が高い．地域型を選択
するのは , 女性社員が多いことから , 性別でのキャリア形成の違いが初期の段階でおこっ
ている．A社も , ダイバーシティ経営導入前は , 一般職 (女性が選択 )と総合職の区分により , 
格付け・評価・能力開発の違いが同様におこっていた．転勤問題は , 日本企業における会
社主導のキャリア管理の課題として取り上げられてきている (佐藤・矢島  2014)．今後 , 配
置・異動の人事権に伴う人事管理システムの改革の議論が進んでいくだろう．  
能力開発に関しては , 両社ともに , 選抜制の研修に焦点をあてる変化が見られる．一方
で , 選抜する時点で , 管理職が年齢・年次・性別の属性に捉われずに人材を評価し ,選抜で
きるか , もしくはダイバーシティ経営導入前のシステム慣行に従って運用するかどうかが ,
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多様な人材活用の実現に影響する．A 社では , 選抜のプロセスを経営陣・人事・部門で可
視化された仕組みを導入している．選抜や個人のキャリア計画は , その後の職務経験の違
いを生む．選抜時に多様な人材が取り込まれないと , システムが結果的に機能しない要因
となる．  
採用は , 両社ともに , ダイバーシティ経営の導入前後で新卒重視の傾向に変化はない．  
 
 (4)インクルージョン施策と組織文化  
両社共に , 制度改革に留まらず , インクルージョンの取り組みを実施しており , 組織の
状況にあわせ異なるアプローチをしている．ダイバーシティ経営に適合する組織文化の分
析のフレームワークに照らしてみていこう．A 社では ,制度を利用しやすい文化への変化例
として ,前述の有給休暇に名前をつけることによって ,休む理由を言いにくく休暇を取りに
くい雰囲気が解消された ,といったことが挙げられる . 
一方で ,評価や昇格 ,異動などにおいて ,男性の中間管理職の意識が ,多様な人材活用の視
点に未だ至っていない課題も挙げられている .この課題に際し , 導入後 A 社では ,多様な人
材を活用する風土醸成及びこれまでの慣行を変革することを目的に , 経営トップがリーダ
ーシップを発揮し , 役員による啓もうを中心に施策を実行している．前出の昇格候補やリ
ーダーシップ研修参加者の選抜に ,経営陣や人事部が関与する仕組みもこの一つと位置づ
けられる。導入後 B 社は ,管理職向けの研修を強化している . ダイバーシティ＆インクルー
ジョン研修やパフォーマンスマネジメント研修を全管理職向けに展開し ,行動・規範に影響
を与えるインクルージョン施策を行っている．また ,B 社は多様な価値観を受容することを
目的に草の根的なネットワーク活動を職場で行っている．  
両社ともに , 従業員サーベイにダイバーシティの要素を取り込み , 経年変化をモニタリ
ングしている．  
 
(5)人事部とライン事業部門の役割  
A 社と ,B 社のホールセール部門では ,人事管理が人事部による集中一律対応から ,事業部
による分権的対応へ移行し , 個別対応に近くなるように変化している．グローバル企業で
は , 人事部の一つのモデルとして , ビジネスパートナーを主軸とした組織変革が行われて
いる．GE, HP, ユニリーバといったグローバル企業の事例で共通している考え方は「意思
決定をするのは , ビジネスリーダーで人事は支援する．採用・配置・昇進などの人事権は , 
事業部 , すなわちビジネスリーダーにあり , 人事部に人事権がない」「人事部は経営戦略の
実行をサポートする役割である」ことにある．この特徴をダイバーシティ経営と適合した
人事システムの観点で視れば , 人事部による集中管理は一律対応で , 各部門による管理は
より個別対応に近くなるといった違いを生むことが想定される．  
 
VI. まとめ  
 以上の事例分析から ,ダイバーシティ経営に適合した人事システムの特徴を ,下記にまと
める．さらに ,ダイバーシティ経営導入の前後の比較分析から同質人材を前提とした人事管
理システムを考察した．  
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[ダイバーシティ経営に適合した人事管理システム ] 
ダイバーシティ経営に適合した人事管理システムは個別管理が基本である．多様な人材
が前提となるため , 個人が職務や働き方を選択する仕組みとなっている．多様な人材活用
が経営課題とされ , 経営者の宣言や専任部署の設置 , 取り組みを行っている．ワーク・ラ
イフ・バランス支援施策に関しては , 労働時間や働く場所等を柔軟に選択できる制度が運
用されており , 全従業員が対象となる．  
報酬管理・社員格付け制度では , 職務・職位による昇格や評価で , 年齢や勤続年数 , 性別
や国籍等の属性 , 滞留年数を基準とする考え方はない．職務と業績・貢献度に基づく賃金
制度であり , 同じ格付けの中では貢献度によって昇給し , 上限に達した場合は上位の格付
けに昇格することで昇給する．したがって , 年齢や勤続年数は影響せず , 同年齢・同期の
賃金格差がある．学歴別年次管理は行っていない．海外に事業展開している場合には , 社
員格付け制度が統一されている．  
能力開発 , キャリア形成は , 職務と能力に基づき , 個別に育成・キャリアプランが作成さ
れている．そのため , 職務に基づく能力評価・業績評価基準や評価結果が従業員に公開さ
れている．人事権については , 従業員に近いところ（各部門や従業員個人）にあり , 職務
や勤務地の変更は , 従業員本人の同意が必要となる．採用に際して , 担当する職務・職位
が具体的に限定・特定して従業員を雇用する．職務・職位に必要な能力を備えた人材の採
用のため , 新卒か経験者かにはこだわらない．定年制がある場合でも , 役職定年制度はな
い．多様な人材を受容する組織文化を醸成するためのインクルージョン施策を実施してい
る．  
 [同質人材を前提とした人事管理システム ]  
 同質人材を前提とした人事管理システムは集団管理が基本である．多様な人材活用に関
しては , 経営課題としての社内外への宣言や取り組みを行っていない．勤務場所や労働時
間が限定されていない画一的な働きかたが前提であることから , ワーク・ライフ・バラン
ス支援施策では , 育児・介護の課題のある従業員に限定して制度を適用している．  
 報酬管理・社員格付け制度では , 長期雇用が前提で , 社員格付けは職務遂行能力に基づ
き , 運用は学歴別年次管理による．賃金の決め方は職能給で , 能力と能力伸長によって昇
給する．会社で経験を積むことによって , 能力は毎年伸長し , 能力は下がらないという考
え方に基づいた賃金制度である．人事評価制度は , 評価基準や結果が従業員に明確に公開
されていない．海外に事業展開している場合でも , 一定等級以上の社員に関しても , 国
内・外の社員格付けなどが統一されていない．  
 能力開発に関しては , 年次管理を中心とした研修 , 異動が行われている．配置・異動の
人事権については , 会社が保有し , 担当職務や勤務地の決定を行う．人事部が一律管理を
行っており , 会社全体での横並びの調整や同質的な管理に重きを置いている．したがって , 
社員の働きかたやキャリアは , 会社が決めることになる．採用に際して , 担当職務や勤務
地は限定・特定せずに従業員を雇用する．会社が人事権を持ち , 担当職務や勤務地を必要
に応じて , 決定できる．新卒採用が重視され , 人事部が一律管理を行っている．経験者採
用は , 人材不足時の補完的な位置とされる．一律の定年制に加えて , 役職定年制がある．
インクルージョンのための風土変革の取り組みは行われていない．  
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本研究では , ダイバーシティ経営に適合した人事管理システムと , 制度を目的どおりに
職場で運用時に機能するための要件について , 事例を分析した．ダイバーシティ経営を導
入することによる 2 社に共通する変化として , 人事管理システムでは , 年次管理に基づく
一律管理の廃止とともに , 職務に基づく格付け制度の変更が , 評価・能力開発・異動等の
制度の変更を生んでいた．その変化は女性を代表とした無限定社員以外の人材の活用の進
展に結びついている．一方で , 制度を運用する際に , 従来の風土や慣行が阻害要因となり , 
解消策が機能するかが課題となっている．また , 報酬・雇用管理が個別管理に近くなる中
で , どう運用していくかが , 重要となることが示唆された．ダイバーシティ経営における
人事管理システムは , 職務を基本としたものへ変わることが方向性だとするならば , イン
クルージョン施策を進めることによってその移行が進むことを仮説として導出した．  
今後の課題として , 事例調査の蓄積により , 人事管理システムの要素を精査することと , 
その中で重要な要素を絞りこむこと ,組織文化に関する分析が必要となる．人事管理システ
ムが機能しない場合の阻害要因を明らかにしていく．  
 
表 1.  A 社 ,B 社の人事管理システム ,多様性推進 ,インクルージョン施策の特徴  
 A 社  B 社  
導入前 A 社  導入後 A 社  導入前 B 社  導入後 B 社  
(1)多様性推進施策   
 
 
 
・専任部署  有  
・ LGBT への取り組み
は限定的  
・ワーク・ライフ・バ
ランス支援施策は特定
社員対象  
・ダイバーシティ経営
の社内外宣言  
・ポジティブアクショ
ン (女性 )  
・専任部署  有  
・ LGBT への取り組み
は全従業員対象  
・ワーク・ライフ・バ
ランス支援施策は全従
業員対象  
 
 
 
 
・女性対象の専任部署  
 
 
・ワーク・ライフ・バ
ランス支援施策は特定
社員対象  
・ダイバーシティ経営
の社内外宣言  
・女性社員のネットワ
ーク活動  
・各属性対象専任部署  
・ LGBT への具体的な
取り組み有  
・ワーク・ライフ・バ
ランス支援施策は全従
業員対象  
(2 )  報酬管理・社員格付け制度  
昇進・グレード  ・職能制度  
・学歴別年次管理・滞
留年数の制度  
・職位・職務制度  
・実力・成果制度  
・職能制度  
・学歴別年次管理・滞
留年数の制度  
・職位・職務制度  
・業績に基づく  
賃金  ・職能に基づく  
・賃金格差 6 (同年齢・
同期 )約 4 万円  
・職務・業績に基づく  
・賃金格差 (同年齢・同
期 )約 10 万円  
・職能に基づく  
 
・職務・業績に基づく  
 
評価  ・能力評価・業績評価
の基準・結果の従業員
へ公開  
・能力評価・業績評価
の基準・結果の従業員
へ公開  
能力評価・業績評価の
基準・結果の従業員へ
非公開 (リテール部門 )  
・能力評価・業績評価
の基準・結果の従業員
へ公開  
海外の制度   ・グローバルで統一さ
れた制度  
 ・グローバルで統一さ
れた制度  
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(3)  雇用管理  
能力開発  ・女性向リーダー研修  ・全階層リーダーシッ
プ研修 (選抜式 )  
 ・選抜研修  
・女性向メンタリング  
配置・異動  ・本社一括管理  ・事業部門別管理  
・社内公募 ,  FA 
・会社辞令による定期
異動  
・個別管理  
・公募 ,本人希望  
採用・退職  ・新卒中心  
 
 
・一般職と総合職の区
分  
・新卒中心  
・経験者採用増加  
・役職定年  無  
・総合職  
・新卒中心  ・職務・専門職採用  
・専門職種では中途採
用増加  
・役職定年無  
(4)イ ン ク ル ー ジ ョ
ン施策  
 ・従業員サーベイでダ
イ バ ー シ テ ィ ,イ ン ク
ルージョンに関する調
査有  
・トップ・役員による
啓蒙活動  
 ・従業員サーベイでダ
イ バ ー シ テ ィ ,イ ン ク
ルージョンに関する調
査有  
・風土醸成のための従
業員主体のネットワー
キング取り組み  
・管理職向研修 ,新卒・
中途採用者向研修  
(5) 人事部とライン
事業部門の役割  
本社人事部一括対応  事業部中心の対応  人事部中心の対応  事業部中心の対応  
個別対応  
(6) 女性活用  ・女性管理職比率 7  
0 .9% 
・女性役員比率 8 1 .1% 
・女性管理職比率 5.2% 
 
・女性役員比率 5.0% 
・女性管理職比率 2.1% 
 
・女性役員比率  0% 
・女性管理職比率 6.9% 
 
・女性役員比率 9.5% 
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[注 ] 
1.日本の正社員 (無期労働契約 , 直接雇用 )の特徴として , 職務 , 勤務地や時間について限定
されていないとして「無限定正社員」とする議論がある．労働サービスを制約なしに企業
に提供するという意味で「無制約社員」とも呼ばれる (濱口  2011,2013, 今野 2012)  
2.経営成果には , 企業経営全体に対する成果だけでなく , プロジェクトなど企業の中の構
成単位における成果を含む．  
3.日本企業の雇用システムを「メンバーシップ型」雇用と特徴づける議論は , 以前から指
摘されてきた特徴と重なるものである．例えば , アベグレン (1958)は , 日本企業の経営の
特徴を従業員と会社の関係に着目して , それを「終身関係」（Lifetime Commitment）とし
た．占部の訳によれば , 「終身雇用」とは，「どのような水準にある日本の工業組織でも，
労務者は入社に際して，彼が働ける残りの生涯を会社に委託する．会社は，最悪の窮地に
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おいこまれた場合を除いて，一時的にせよ，彼を解雇することをしない．彼はどこか他の
会社に職を求めてその会社を離れることはしない．彼は , 人々が家族 , 友愛組織 , その他の
アメリカにおける親睦団体の構成員である場合に似た仕方で , 会社の 1 構成員となるので
ある．（中略）従業員と会社の間の終身的関係は , アメリカにおける人事管理や労使関係の
基礎になっているものとは異なった種類の義務と責任を , 工場と従業員の双方に課してい
る」 (訳 17)とある．「終身関係」の原語は Lifetime Commitment で , 元々の主張は , 雇用
期間の長短ではなく , 企業と従業員の間のいわゆる「心理的契約」に該当すると考えられ
る．ドーア（1973）の企業コミュニティや「組織志向型雇用」organizational oriented forms 
of work organization の議論と重なる．  
4. 佐藤 (2014a)は ,下記の 5 つの条件を満たす管理職を「ワーク・ライフ・バランス管理職」
と定義し ,全国の企業規模  300 人以上の企業の部下をもつ課長クラスの男女社員を対象に ,
管理職の働き方やマネジメントの状況 ,ワーク・ライフ・バランス管理職に該当する人の特
徴 , どのような職場に  ワーク・ライフ・バランス  管理職は多いのか ,また企業の取り組み
とワーク・ライフ・バランス管理職の関係などを把握するための調査を実施した．管理職
を「部下の働きを通じて組織から自己に課せられた課題を遂行する者」と定義し ,管理職に
求められるマネジメントのあり方は ,その対象となる部下が変化すれば ,それに応じた変革
が求められるとした．ワーク・ライフ・バランス管理職の操作的定義は①「時間の使い方
を考えて仕事をしている」  ②「自分の生活（家庭役割など）を大切にしている」  ③「部
下の仕事以外の事情に配慮している」 ④「業務遂行がうまくいくよう部下を支援している」 
⑤「所定時間内で仕事を終えることを推奨している」である．  
5. 人事管理の構成要素は , 佐藤・藤村・八代（2015） , 今野（2012）を基に作成した．労
使関係管理は , 本研究の対象外のため , 割愛した．  
6. 賃金格差は , 「CSR 企業総覧」掲載の 30 才平均賃金の「うち最高」と「うち最低」の
差を記載した．  
7. 女性管理職比率は ,総務省『労働力調査（基本集計）』(平成 26 年 )の管理的職業従事者に
占める女性の割合 11.3％ (平成 26 年 )を日本の平均とした．A 社 , B 社共に , 管理職比率は
増加しているものの , 平均には至っていない．  
8. 女性役員比率は , 東洋経済『役員四季報』2016 年版の 2015 年 7 月時点における上場企
業の女性役員比率 2.8％を平均とした．A 社 , B 社共に , ダイバーシティ経営導入後は , 平
均以上となっている．  
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